
 

 
高速道路等の料金の適切な検討と公共交通機関への  
支援について  

  
 

先般国土交通省より公表された高速道路等の新たな料金制度は、
近距離を走行する場合を中心に、ほとんどの利用者の料金が割高と
なり、特に本州四国連絡高速道路については、他の高速道路と比較

して割高な上限料金が設定されており、平成２１年３月以降の割引
により現れている地域活性化の効果が失われることが危惧されてい
る。 

一方、昨年３月以降の大幅な料金引下げは、フェリーをはじめ、
鉄道、バス等の公共交通機関の事業継続に深刻な影響を与えており、
さらに、高速道路等の渋滞の慢性化や、公共交通機関からマイカー

へのシフトによる二酸化炭素排出量の増加等も懸念されている。 
新たな料金制度については、高速道路等の料金設定は国策である
との認識の下、地方の意見を十分に踏まえ、特に影響が深刻なフェ

リー事業者等への支援を含め、国の主体的な責任において、次の事
項に対し特段の配慮がなされるよう強く要請する。 

 
 
１ 高速道路等の新たな料金割引の見直し 

本州四国連絡高速道路を含む高速道路等の新たな料金割引制
度の試行にあたっては、昨年３月以降の料金引下げによる地域活
性化の効果を継続するためにも、関係自治体の意見を十分に踏ま

え、中国・四国をはじめとする高速道路等を活用した地域間交流
の促進の妨げとならぬよう、また、地域住民の暮らしや経済活動
を支える総合的な地域交通網が将来にわたりバランスよく維持

確保できるよう、料金制度の見直しを行うこと。 
 
 

２ 高速道路等の料金の適切な検討 
今後の高速道路等の新たな料金制度の試行及び高速道路の段階
的無料化に向けた社会実験の実施においては、地域活性化等の効

果のみならず、公共交通機関や環境への影響などについて適確に
調査・検証するとともに、その結果を平成２３年度以降の見直し
に反映させること。 
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３ 公共交通機関への支援 
フェリーをはじめ、鉄道、バス等の公共交通機関への影響は、

高速道路等の料金設定という国策によって生じているものであり、
地方に負担を求めることなく、国の主体的な責任において、事業
継続が可能となる支援措置を講じること。 
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